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研究成果の概要（和文）：本研究は，障がいをもつ乳幼児が保育教育現場で受けている食支援の実態調査と保育
教育現場と医療職との連携を進めるプログラム化を目指した．実態調査から食べる機能の発達に関する問題は，
摂食嚥下機能，強い食嗜好性（偏食），姿勢の3点に絞られ，障がいの有無に関わらないユニバーサルな問題と
して取り上げる必要があった．多職種連携を目指し，食べる機能の発達という概念を日常の教育課題として認識
することが重要であった．この為に医療職の外部専門家は，保育教育現場で支援する際に，保育教育現場からの
発信に注意を払うことが必要であった．

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to investigate the actual conditions of food 
support that infants and children with disabilities receive in the field of childcare education and 
to develop a program to promote cooperation between the field of childcare education and medical 
staff. From the fact-finding survey, the problems related to the development of eating function were
 narrowed down to three points: eating and swallowing function, strong eating preference (unbalanced
 eating), and posture, and it was necessary to address them as universal problems regardless of the 
presence or absence of disabilities. It was important to recognize the concept of eating function 
development as a daily educational task in order to achieve multi-professional cooperation. For this
 reason, it was necessary for the external specialists in the medical profession to pay attention to
 the information sent from the childcare education site when providing support at the childcare 
education site.

研究分野：臨床発達心理学

キーワード： 食べる機能の発達　障がい児　調査研究　教育医療連携
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研究成果の学術的意義や社会的意義
X県下の特別支援学校・一般保育園・児童発達支援事業所の食べる機能の発達支援の実態を明らかにすることが
できた．その結果，障害の有無に関わらず保育士・教師は，摂食嚥下機能，偏食，食事姿勢に関心を持ってい
た．一方で，食べる機能の発達に関する学習する機会や外部専門家との連携は少なかった．保育教育の現場で食
べる機能の発達に関する知識は，医療専門職と共に食べる機能の発達に関する問題を共有することが有効であっ
た．医療者から保育教育現場への情報発信が必要である．加えて，特別支援教育の教育課程において，食べる機
能の発達に関して学習するカリキュラムが必要である．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。
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1. 研究開始当初の背景 

食べる行動の発達に影響を与える要因は多様である．近年，医療者による食べる機能の発達支援は，こ

の多様な要因が共通認識となり，充実してきた．しかし，保育教育現場で食べる機能の理解は，咀嚼とい

った摂食嚥下機能にとどまり，姿勢や手の操作性，認知能力，社会性の発達を含めて包括的に理解するこ

とが不足していた．食べる機能の包括的理解に向けて医療と保育教育現場の連携が必要であり，医療者

からの積極的な働きが求められていた． 

2. 研究の目的 

食べる機能の発達支援に対する医療者と保育教育者で共通認識を構築するには，評価票の作成が急務

である．研究期間において評価票の内容を選定するために（１）（２）を行った．  

（１）保育教育現場の食支援の実態を把握すること（保育教育現場の実態調査） 

（２）児童発達支援事業所の児に対する保育士による食べる機能の発達評価 

3. 研究の方法 

（１）保育教育現場の食支援の実態調査 

 目的）給食等で実施している支援を環境設定と保育・教職員の意識から調査する． 

 対象）2016年にＸ県下の特別支援学校，児童発達支援事業所，公立保育園に勤務する保育士及び教職

員である． 

 調査の手続き）任意回答，郵送回答，無記名とした．返送を持って同意と判断した． 

 調査時期）2016年 9月～11月 

 調査票の設問は基礎情報，食指導の実情，回答者の実情の３領域，合計 47問である（表１）．  

 調査資料）回収率 33％，有効回答は 422通であった． 

（２）児童発達支援事業所の児に対する保育士による食べる機能の発達評価 

 目的）児童発達支援事業所に勤務する保育士が実際に担当する児を評価して，保育士が抱く児に対す

る課題意識から医療者との連携する糸口をつかむことである． 

 資料収集の方法と対象数）Ｘ県下にある 26（2017年度時点）の保育所等訪問支援事業または児童発

達支援事業施設のうち，協力の得られた 10施設（以下施設）に在籍する児の中，養育者の同意が得ら

れた計 141児に対して保育士が質問紙に回答した．このうち未記入項目のあった 9人分の資料を除く

132人の質問紙を資料とした．対象児 1人に対して質問紙 1枚の提出を求めた．回答する際に担当保育

士による単独回答または，複数の保育士での協議回答とした． 

 資料収集の期間）2017年 10月～2017年 11月 

 資料の内容（表２）：質問は，食形態，姿勢，食具の使用／持ち方，食べ方（早食い・詰め込み・丸

呑み等），偏食，食マナー（立ち歩く，一品食べ，いただきます等の挨拶．舐り箸など）の６領域につ

いて多肢選択肢，単一回答で訊ねた．食べる機能の発達評価は，領域別に順調／保育活動としての十分

対応できており，専門職の介入を必要としない／保育士の声掛けや介助する頻度が少ない／声掛けや介

助する頻度が多い／医療・療育・家庭の連携がすでに取れており現在共通の認識で取り組んでいる／児

への指導に苦慮している，以上 6段階に分けた． 

 資料の分析：評価領域間と評価領域内の比較を行った．加えて，環境要因として医療職が指導を実施

する機能訓練実施施設と非実施施設の資料を比較した．また，業者委託給食を提供する施設と自園調理

もしくは弁当持参する非業者委託給食施設を比較した． 
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4. 研究成果 

 調査対象施設（422施設）の 78％に障害児が在籍したが，摂食嚥下機能に特別な配慮を必要とする児

は少なかった． 回答者は，熟練した保育士・教職員が多い（管理職 57％，10年以上の職歴 80％）

が，摂食嚥下機能の発達に関する知識が十分であるとの回答は少なく，ほぼ理解している割合は 28％で

あった．さらに，外部専門家として医療者が保育・教育現場に助言する機会や直接指導する割合は低く

かった（5~10%）．食べる機能の発達に関する知識を得る機会も少ない（過去 2年で食べる機能の講習

会実施 14％，今後の予定８％）．一方で，89％が保護者の質問を受けていた．このポイント差に医療者

は，注目する必要があった．  

給食等の場面で教職員は，自らも食事をとりながら(63％)，手元で食形態や食べる量を子どもに応じ

て調整(60％)して介助も行っていた．こうした作業は，子どもの摂食嚥下機能，食具の操作，食べやす

さ，体調を判断する必要があり，これらの責任を保育士・教職員が担っていた．食形態や必要栄養量の

判断を保育士・教員個人が担うことは危機管理や必要栄養量確保の点で検討する課題である． 

 保育・教育現場では，摂食嚥下機能と姿勢・食具・マナー ・偏食が関連付けられていない可能性が

あった．言い換えると食べる機能の発達上の課題を摂食嚥下機能に限定した捉え方をしており，食べる

機能の発達という包括的な概念が十分に理解されていない可能性があった．加えて，保育士・教職員の

知識や経験の量によって，配慮や支援の範囲か，発達や年齢上の未熟さかの判断に差があった．これ

は，学習課題として食べる機能が位置付けられず，結果的に主体的に支援する場であるという認識やそ

の役目を担う職業意識が明確になっていない可能性を示唆している．たとえば支援する主体としての意

識は，個別対応の判断に現れる．教育環境内の備品の共有や食形態の選択肢がない環境下では，個別対

応は例外とみなされる．今回の調査では，扱いやすいコップや食具に対する個別対応の割合に比べて椅

子・机といった物に対する個別対応の割合は低いという簡便さや利便性を元にした判断であると推測さ

れた．また，特別支援学校では姿勢や食べ方，マナーに関する教育の実施主体を家庭であると捉え（中

嶋 2019），一方児童発達支援事業所の保育士は，自分の専門領域の教育課題として主体的に捉えてい

た（中嶋，2020）．協力研究者の報告（藤田・中嶋，未発表）では，特別支援学校教員の知識・経験が

姿勢の問題に対する評価に関係し，肢体不自由児の特別支援学校では主体的に姿勢の問題を捉える傾向

にあった．年齢や発達段階，障害種の影響を受ける食べる機能は，学習によって獲得されることから幼

児期・学童期の学習課題とした意識が必要である．  

 保育・教育現場では，摂食嚥下機能，姿勢，食具の使用，強い食嗜好性（偏食）に関心が高い．これ

らは一般家庭から挙がる食に関する悩み事と共通する．したがって障害の有無に関わらない幼児期・学

童期の課題として考える必要がある．子どもと関わる職域間の連携の必要性が指摘されて久しいが，以

前大きな課題であった．  

医療者は積極的に保育・教育現場に赴き，食べる機能の発達に関する知識を伝えていく必要があろ

う．一方で特別支援教育の養成課程においても食べる機能の発達に対する教育をカリキュラムの取り入

れる必要があると思われた．食べる機能の発達に対する判断は大人に委ねられている．このことを強く

意識する必要がある． 

倫理的配慮及び利益相反の開示 

本研究は，名古屋芸術大学の倫理審査委員会の規程基づき，研究倫理の承認を受けて実施した（名

芸大第 289号）．また，本研究に関して開示すべき利益相反関係にある企業等はない．  
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